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＜第2回若者円卓会議でお話しするテーマ＞ 
　・日本の人材育成についての考え 
　・ジョブ型雇用について 
　・公的職業訓練について 
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　4. 日本の企業内訓練〜フランスとの比較から 
　5. まとめ	
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1.プロフィール	

＜学歴・職歴＞ 
¨ 2008年4月~2012年3月 

　　立教大学　異文化コミュニケーション学部

¨ 2012年4月〜2018年3月　

　　学習院大学大学院　経営学研究科 経営学専攻 博士前期課程・後期課程

¨ 2018年3月　博士（経営学）

¨ 2018年4月〜　独立行政法人　労働政策研究・研修機構　研究員

＜社会活動＞ 
2019年2月　　 OECD雇用作業部会 
2019年10月〜2020年9月　厚生労働省人材開発統括官 「今後の人材開発 

政策の在り方に関する研究会」委員 
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２．日本の公的職業訓練〜OECD Databaseによる 
　　職業訓練への公的支出からみた日本（対GDP費、2015年度）	
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OECD Databaseによると、日本は職業訓練への公的投資が他
国に比べて低い。 

 

ただし、（独）労働政策研究・研修機構（2019）では、職業訓練
費として計上している項目が国によって異なる可能性を指摘。
同DBを使用した国際比較には注意が必要。 
 

くわえて、職業訓練への公的支出の最適値はわからない。 

国によって教育訓練市場のバランスが異なると考えられるため。 

5	

5	



●誰がどの程度、訓練費を負担しているか？ 
　　→日本は、「一般企業」が主に職業訓練の費用の８割を負担。 
●誰がどの程度、訓練を提供しているか？ 
　　→民間の教育訓練機関についで、一般企業による社内教育が２番目に高い。 
　　→日本の教育訓練市場では、企業内訓練が主要な役割を果たしている。 
＊ただし上記の表には、「費用負担者」として「個人」が入る必要。	
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３. 日本の企業内訓練を支援する政策	

¨ 訓練サービスを直接企業に提供する「在職者訓練」に注目。	
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¨  ものづくり中小企業の人材育成を支援する代表的な訓練である「能力開
発セミナー」に注目	
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能力開発セミナーはどのように中小企業の人
材育成を支援しているか？	

同セミナーを利用している中小企業12社へのヒアリング調査 

① 勤続年数の浅い社員がものづくり人材として将来的に活躍するために 

　　必要な基盤となる知識・技術の習得を支援している。 

② 技能水準が企業が求める水準にない中途社員の知識・技術を高めることで、 

　　中途採用者の活発な活用を促している。 

③ 日常業務に関する知識・技術の向上と、 

④ 生産現場で発生する不確実性への対応力向上、 

⑤ ものづくり現場における生産性向上に役立てられている。 

⑥ 様々な事情から、企業のみで訓練が難しい企業の能力開発を総合的に支援 

　　している。	

☆能力開発セミナーは、企業のOJTを補完している。 

 

（独）労働政策研究・研修機構（2021）	
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４. 日本の企業内訓練〜フランスとの比較から	

大企業における大卒以上の基幹職は、どのように育成されて
いるか？ 
● 職種：　人事スタッフ 
● 職層：　日本（総合職）、フランス（カードル） 

　　　　　　＜就職時点での日仏の人事スタッフの特徴＞ 

日本 フランス

最終学歴 学士 修士

専攻 人事に直接関係のない専門 人事関連

なし
あったとしても、1週間程度で
企業の業務に直接かかわる
ものではない

3社で通算1年以上の実務経験、
うち7か月以上、人事部に勤務

学歴

実務経験
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●日本は1年目～10年目にかけて徐々に仕事の幅が拡大＆難易度も高度化。 
●フランスは1年目から、仕事の範囲を狭めて、日本より難易度の高い仕事を担い、 
　 1０年目には、複数の機能を担う課長職へ。 
●日本は多能型の人材育成、フランスは専門職方の人材育成。 
●フランスの方が、学生時代に個人で能力開発する分、昇進が早い。	 11	
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５. まとめ	

① 日本の人材育成について 
　・日本は企業内訓練が中心。 
　・労働者個人への訓練負担が小さいうえ、段階的なOJTと階層別のOff-JT 
　　で若手を均一に育成できることは重要なメリット。 
　・人材育成を受けていない個人が、能力開発の必要性に気づくのは困難。 
　　したがって、個人の自律的な能力開発を支援する上でも、企業内訓練は 
　　重要と考えられる。 
　・上記の企業内訓練を、在職者訓練は多様な形で支援している。 
 
② ジョブ型雇用について 
　・すでに管理職にはジョブ型の人事管理を適用。 
　　もし、非管理職全体にもジョブ型を拡大すると、フランスのように新入社員にも 
　　専門知識と実務経験を求めることに。 
　　新入社員から厳しい競争が強いられ、若手が育ちにくくなる恐れ。 
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③ 公的職業訓練について 

　・OJTが弱まっているというデータはないが、Off-JTの訓練費は減少傾向＆新型コロ 

　　ナによる長期的な経済への影響も懸念 

　→企業内訓練の維持・活性化のため、在職者訓練等の積極的な実施が求められる。 

 

④ 今後の研究課題 

　・日本型企業内訓練の動向を注視する必要 

　・日本の人材育成の国際的なポジショニング 

　　（スライド7の教育訓練市場の構成を主要先進国で分析・比較したい） 

 

☆最後に、博士課程で国際比較を行った研究者としての願い☆ 

　　留学を支援する奨学金は多いが、日本に拠点をおきつつ、海外へ数ヶ月フィールド 

　　ワークを行う学生への支援の仕組みがあれば。 

　　海外調査の経験や知識等も共有・蓄積していきたい。	
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